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統合報告書発行にあたって

　カネカグループは、今年初めて従来の「アニュアルレポート」と「CSR
レポート」および「知的財産報告書」を統合した報告書「カネカレポー
ト」を発行します。
　「カネカレポート」では、当社グループが将来にわたっていかに価
値を創造し続けていくのか、ビジネスの中に ESGをいかに統合させ
ていくのか、これらを通じていかに持続可能な社会の実現に貢献して
いくのか、について報告しています。また、本レポートとその詳細な
情報については、カネカのWebサイトにて開示いたします。
　株主や投資家の皆さまをはじめとした、より多くのステークホルダー
の皆さまにご理解いただければ幸いです。

報告対象範囲

　カネカおよび国内・海外の連結対象グループ会社を報告範囲として
います。（一部範囲外の情報を含みます。）

　本文表記に関して、株式会社カネカは「当社」または「カネカ」、
株式会社カネカおよびグループ会社は「当社グループ」または「カネ
カグループ」と表記しています。単にグループ会社と表記した場合は、
株式会社カネカを含みません。

発 行 形 態

日本語、英語の 2 言語で発行しています。

報 告 期 間

2016 年 4月 1日～ 2017 年 3 月 31日
（一部期間外の情報を含みます）

C O N T E N T S
ステークホルダーの皆さまへ
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社 員

取引先
（仕入先）

お客様 地域・社会

株主・
投資家 環 境

カネカグループの
ステークホルダー

カネカ
グループ

カネカグループで働いている社
員だけでなく、その家族のことも
含めます。社員に対しては、適
正な処遇、報酬や自己実現と、
安全な職場環境などを提供して
います。

社 員

地球環境全体のことをい
います。事業活動を行う
中で原料調達、製造、運
搬などで環境配慮に取り
組みながら、社会的責任
を果たしています。

環 境

一般市民や消費者を含
む社会全体のことです。
社会的責任を果たすこと
により、企業価値を高め
ることができます。社会
に対しては、社会貢献、
福祉や地域交流といった
面から、工場操業の安全
性などを考慮しています。

地域・社会
カネカグループの商品
を購入してくださる方た
ちのことです。お客様
に対しては、良質な商
品とサービスを提供す
るだけでなく、製品の安
全性の確保や、情報
公開も合わせて行って
います。

お客様

カネカグループの企業ブ
ランド価値を認め、株を
所有する方たちのことで
す。適正な利益還元を
行うだけでなく、適時的
確な情報開示を行うこと
などにより、カネカグルー
プ全体の信用性を高め
ています。

株主・投資家

原材料を調達する仕入先、外
注先のことです。取引先とは、
公正な取引を行うこと、取引機
会を平等にすることを念頭に置
きながら、共存共栄を目指す関
係性を築いています。

取引先（仕入先）

カネカの経営理念体系
〈KANEKA UNITED 宣言〉

人と、技術の創造的融合により
未来を切り拓く価値を共創し、
地球環境とゆたかな暮らしに貢献します。

カネカの存在意義ないしは究極目的、
社会的使命を表現

企業理念
1

目指す企業像
2

CSR基本方針
3

あるべき姿および
大切にしたい価値観を表現

もっと、驚く、みらいへ。
思い描いた未来を、その手に。
先見的価値共創グループ
（Dreamology Company※）
※ Dreamologyはdream（夢）と
　 logy（学）を合成した造語で、
　 Dreamology Companyは
　 「先見的価値
　 共創グループ」を表します。

企業理念を実現するための一人ひとりの行動指針

カネカグループは、一人ひとりの真摯で前向きな努力による企業理念の実現を通じて、
社会的責任を果たします。

1）それぞれの国や地域の文化・慣習を理解して、地域に根ざした企業活動を行い、
　 積極的に社会に貢献します。
2）法令を順守し、自由競争に基づく公正な事業活動を行います。
3）株主をはじめとするすべてのステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、
　 適切な情報開示を行います。
4）すべての社員の人格や個性を尊重して、企業人としての能力開発と発揮を支援・促進します。
5）安全を経営の最重要課題と位置づけ、健全かつ安全な職場環境づくり、製品の安全性確保、
    地球環境の保護に取り組みます。

ステークホルダーに
対して、企業活動を
通じて満足度を高め、
企業価値を向上
させていくこと。

カネカグループの
CSR活動

地球環境とゆたかな暮らしに貢献するという信念のもと、
人と、技術の創造的融合による新たな価値を追求しています。

国連グローバル・
コンパクトへの支持

人権 1 人権擁護の支持と尊重
2 人権侵害への非加担

労働

3 結社の自由と
　団体交渉権の承認
4 強制労働の排除
5 児童労働の実効的な廃止
6 雇用と職業の差別撤廃

環境

7 環境問題の
　予防的アプローチ
8 環境に対する責任の
　イニシアティブ
9 環境にやさしい技術の
　開発と普及

腐敗防止
10 強要や賄賂を含む
　あらゆる形態の
　腐敗防止の取組み

分 野 原 則

Network Japan
WE SUPPORT

国連グローバル・
コンパクトの
10 原則

カネカグループは、2015年 3月「国
連グローバル・コンパクト」に署名
しました。
 「国連グローバル・コンパクト」と
は企業による自主行動原則で、賛同
する企業は、「人権」「労働」「環境」
「腐敗防止」の 4分野 10原則に対し
て経営トップ自らがコミットメントし、
その実現に向けて努力を継続します。
2015年度から、分科会活動に参加し
他社とのコミュニケーションを通じ、
CSR活動に関する情報収集とディス
カッションを行いながら、新たな取り
組みにつなげていきます。
グローバル経営を目指すカネカグ
ループでは、私たちの企業姿勢をス
テークホルダーの皆さまや国際社会
に広く発信しながら、世界の持続可
能な成長の実現へ貢献していきます。

カネカの経営理念体系
〈KANEKA UNITED 宣言〉

人と、技術の創造的融合により
未来を切り拓く価値を共創し、
地球環境とゆたかな暮らしに貢献します。

カネカの存在意義ないしは究極目的、
社会的使命を表現

企業理念
1

目指す企業像
2

CSR基本方針
3

あるべき姿および
大切にしたい価値観を表現

もっと、驚く、みらいへ。
思い描いた未来を、その手に。
先見的価値共創グループ
（Dreamology Company※）
※ Dreamologyはdream（夢）と
　 logy（学）を合成した造語で、
　 Dreamology Companyは
　 「先見的価値
　 共創グループ」を表します。

企業理念を実現するための一人ひとりの行動指針

カネカグループは、一人ひとりの真摯で前向きな努力による企業理念の実現を通じて、
社会的責任を果たします。

1）それぞれの国や地域の文化・慣習を理解して、地域に根ざした企業活動を行い、
　 積極的に社会に貢献します。
2）法令を順守し、自由競争に基づく公正な事業活動を行います。
3）株主をはじめとするすべてのステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、
　 適切な情報開示を行います。
4）すべての社員の人格や個性を尊重して、企業人としての能力開発と発揮を支援・促進します。
5）安全を経営の最重要課題と位置づけ、健全かつ安全な職場環境づくり、製品の安全性確保、
    地球環境の保護に取り組みます。

大切にしている価値観
ステークホルダーの皆さまへ
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ステークホルダーの皆さまへ

2016年度の業績概要
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　当期の世界経済は、米国は好調であったものの、
英国のＥＵ離脱問題、トランプ大統領の誕生など企
業心理への影響が懸念される状況となりました。欧州
や、新興国・資源国の景気は持ち直しつつありますが、
全体としては不安定な展開となりました。わが国経済
は、円高の影響や個人消費の伸び悩みがみられました。
　このような状況のもと、当社グループの業績は、海
外市場を中心に新製品やスペシャリティの高い製品
の拡販が順調に進み、化成品事業、機能性樹脂事業、
ライフサイエンス事業が堅調に推移するとともに、食
品事業は新製品の拡販と事業構造改革の進展により
収益が拡大しました。エレクトロニクス事業及び合成

繊維事業は、円高の進行や需要回復の遅れなどの影
響を受け低調でした。
　引き続き高水準な研究開発活動（未来への投資）
を続け、成果にこだわった事業ポートフォリオの変革
を急ぎます。
　以上の結果、売上高は 548,222百万円（前期比
1.3％減）と前年実績を若干下回りました。営業利益
は 33,164百万円（前期比 13.2％減）と減益になり
ました。一方、親会社株主に帰属する当期純利益は
20,484百万円（前期比 2.4％減）となりました。当期
の１株当たりの年間配当については、１株当たり 18
円とさせていただきました。

財務ハイライト

非財務ハイライト

※データは3月期

05 06


